
貸借対象表 （百万円） 行政コスト計算書 （百万円）

Ⅰ 経常費用(A)
1 固定資産 1 業務費用

(1)有形固定資産 (1)人件費
①事業用資産 (2)物件費等
②インフラ資産 2 移転費用
③物品 Ⅱ 経常収益(B)

(2)無形固定資産 純経常行政コスト(C)=(A-B)
(3)投資その他の資産 Ⅰ 臨時損失(D)

2 流動資産 Ⅱ 臨時利益(E)
(1)現金預金 純行政コスト(C+D-E)
(2)未収金
(3)基金 純資産変動計算書 （百万円）

1 固定負債 前年度末純資産残高(A)
(1)地方債 純行政コスト（△）(B)

2 流動負債 財源(C)
(2)1年以内償還予定額地方債 税収等
(3)未払金 国庫等補助金

本年度差額(D)=(B+C)
資産評価差額等(E)

純資産合計 本年度純資産変動額(F)=(D+E)

本年度末純資産残高(A+F)

※表示単位未満四捨五入により、合計等が一致しない場合があります。

△ 2,608
負債及び純資産合計 43,663 35,536

△ 2,426
資産の部 △ 182

35,536

負債合計 8,127
24 3,592

569 5,836
757 9,428

6,324 △ 11,854
7,370 38,144

資産の部

平成31年3月

資産合計 43,663
勘定科目

798
2,168

813 11,854
3,789 0
3,515 5

- 11,849
635 206

22,559 3,369
13,677 7,173
36,358 1,370
39,874 8,686

平成２９年度「西郷村の財務書類」（一般会計等財務書類）【要約版】

《公会計制度の目的》
　地方公会計制度とは、現金の「収入」と「支出」に着目した現行の「官庁会計制度（単式簿記）」を補完するため、「ス
トック情報（資産・負債）」や「フルコスト情報（減価償却費等）などを把握できる「企業会計（複式簿記）」の考え方やその
手法を導入する取り組みです。
　①財務情報の「見える化」・・・新たに「ストック情報」や行政サービス「フルコスト情報」を把握
　②行政マネジメント機能の強化・・・固定資産台帳との連携による効率化・効果的な公共施設マネジメントの強化

勘定科目 勘定科目

資産の部 12,055




